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1 はじめに
我々のグループは J-PARCにおいて正ミューオンの

異常磁気能率 (g − 2)測定と電気双極子能率 (EDM)探
索実験 [1]にむけた開発を進めている。本実験の重要な
技術要素の一つに正ミューオンの冷却とその再加速によ
る高品質ミューオンビーム生成がある。実証に向けた開
発が長年にわたって行われてきたが，今年ついに世界初
の冷却ミューオンの高周波加速に成功した [2]。
本稿では 2024年 3月から 4月にかけて行ったミュー

オンの冷却と再加速実験の結果と J-PARC ミューオン
g−2/EDM実験にむけた新実験エリア，拡張建屋の準備
状況について報告する。

2 J-PARC muon g−2/EDM実験と
ミューオン加速

2.1 J-PARC g−2/EDM実験

g − 2 は g 因子の量子補正による 2 からのずれであ
る。そしてミューオン1の g−2は標準模型による計算結
果 [3]とフェルミ国立加速器研究所のグループらの測定
結果 [4, 5]の間に 5σ の乖離が報告されている。これは
新物理の寄与の可能性として長年に渡って注目されてい
る。その一方でミューオン g− 2へのハドロン真空偏極
の寄与について，格子 QCDを用いた計算結果 [6]と分
散関係を用いた従来の計算結果が一致しない。さらに，
分散関係を用いた計算に必要な e+e− → π+π− の断面
積測定も従来の結果と有意に異なる結果が報告されてお
り [7]複雑な状況を呈している。そのなかで我々はミュー
オン g− 2の測定結果を直接検証できる唯一のグループ
である。g − 2の物理の詳細については過去の高エネル
ギーニュースの記事 [8]も参考にしていただきたい。

1以下，正ミューオンを単にミューオンと書く。

ミューオン EDM は第 2 世代のレプトンセクターの
CP対称性の破れを探索する実験である。g− 2と EDM

は同じ演算子の実部と虚部であるためミューオン g − 2

のアノマリーが正しいならば，10−22 e·cm程度の大き
なミューオン EDMが自然に期待できる [9]。ミューオ
ンの EDMについては過去の高エネルギーニュースの記
事 [10]も詳しい。
ミューオン g−2測定もEDM探索も一様な磁場中に蓄

積したミューオンビームのスピン歳差運動周期の測定で
ある。従来のミューオンビームは，陽子ビームを炭素標
的に照射，生成されたパイ中間子からの崩壊ミューオン
を電磁石で捕獲，輸送することで得られる。ほぼ 100%

スピン偏極したビームが得られるが，3次粒子ビームで
あるためビーム品質が悪く，ビーム品質の指標の規格化
エミッタンスは典型的に 1000 π mm·mradとされる2。
そのため，既存のミューオンビームを磁場中に安定して
蓄積するには電気四重極を用いた強収束をする必要があ
る。しかし，光速に近い速度で運動するミューオンであ
るため電場もスピン歳差運動に寄与することから，この
ままではミューオン g− 2の精密測定が困難になる。現
行の実験ではスピン歳差運動への電場の寄与がキャンセ
ルされる特別な運動量3のミューオンビームを用いて測
定を行っているが，打ち消しきれなかった電場の寄与は
最も主要な補正項目の一つになっている。
そこで，そもそも電場を用いずにミューオンを蓄積し

よう，というのが我々のアイデアである [1]。一様磁場
に加えて弱収束磁場を用いることで粒子を安定に蓄積す
る。既存の手法の最大の補正要因がなくなるとともに，
ミューオンの運動量も自由に選べるため実験設計の自由
度も増える。しかし，ビーム品質の悪さが出発地点であ
るため，ビーム品質の向上，つまりミューオンビームの
冷却が必要になる。

2以下，単にエミッタンスと言ったときは，規格化 rmsエミッタン
スのことを指す。

3具体的には γ = 29.3
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図 1: 我々のミューオン冷却と再加速の手法 [1]。

2.2 超低速ミューオンとその再加速

ひとことにミューオンビーム冷却と言ってもミューオ
ンの寿命が 2.2 μsしかないため長寿命粒子に用いられ
ている既存の手法では冷却できない。ミューオンに特化
した新しい手法が必要になる。超低速ミューオン (ultra-

slow muon)は日本で開発が行われている冷却ミューオ
ン源である [11]。図 1に冷却と再加速の概念図を示す。
まず従来の表面ミューオンビームをシリカエアロゲルな
どの標的に打ち込む。ここで，表面ミューオンとはパイ
中間子生成標的の表面で静止したパイ中間子から得られ
るミューオンのビームである。標的内で静止したミュー
オンは電子を捕獲しミューオニウム (電子とミューオン
の束縛系)を形成する。ミューオニウムは標的内で熱運
動し，その一部はマイクロ秒程度の時間スケールで標的
外に再放出される。このミューオニウムは標的と熱平衡
になっている。このミューオニウムにコヒーレント光を
照射して多光子共鳴イオン化することで熱エネルギーの
ミューオンが得られる。これが超低速ミューオンである。
ミューオニウムのイオン化は 2P状態を経由して乖離す
る方法と，2S状態から乖離する方法の双方を開発して
いる。生成効率はミューオニウム放出効率やイオン化効
率に依存するが，O(0.1)%の効率が達成可能である。こ
れらを静電レンズで引き出し，適切なエネルギーと収束
を与えて後段の線形加速器に入射し，再加速する。
一次ミューオンビームのサイズと熱エネルギーで超低
速ミューオン源の品質が決まる。シミュレーションによ
ると，1 π mm·mrad以下のエミッタンスが達成できる。
これは既存ミューオンビームに比べて 3 桁の向上であ
る。提案されているミューオン冷却手法4の中でも最も
良いエミッタンスを達成できる手法の一つであり，冷却
に複雑な電磁場を要さないので冷却後の取り出しと高周
波加速器までの初期輸送も容易に行える。良いことずく
めの様だが，正ミューオンしか冷却できない点と大強度
パルス光源が必要なため連続ビームや高繰り返しビーム
冷却には不適な点，ミューオニウム形成時にスピン偏極

4詳しくは触れないが，ミューオンコライダーに向けたイオン化冷
却という手法や PSIのmuCoolグループによる開発が進行している。

図 2: S2エリア付近の写真。写真の上から下に向かって
表面ミューオンビームが供給される。写真下部にあるの
がレーザールーム。

率が半減する点が欠点である。

2.3 これまでの開発の歴史

高品質ミューオンビーム開発に関連する報告は過去の
高エネルギーニュースでも数多く取り上げていただいて
いるため，過去の記事も紹介しながら簡単に開発の歴史
をまとめる。
まず，2013年にはミューオニウム生成標的として短

パルスレーザーで穴をあけたシリカエアロゲルを開発
した [12]。ミューオニウムが飛び出せる表面積を増やす
ことで既存のシリカエアロゲル標的に比べて 10倍の放
出効率を達成した。現在でも室温で用いる標的はこの標
的である。2017年には負ミューオニウムイオンの高周
波加速を行うことで，J-PARCのイオン源用に開発され
たプロトタイプの高周波四重極線形加速器をミューオン
加速のために応用できることを実証した5 [13]。今回の
ミューオン高周波加速実験で用いた加速器も同じもので
ある。2020年からはミューオニウム 1S-2S分光実験が
スタートした [14]。この実験はミューオン質量の世界最
高精度での決定を目指したものであり，今回の実験で用
いたミューオニウムイオン化光源はもともと分光実験用
に開発されてきたものを応用したものである。2021年
からは今回使用した実験エリアであるMLF S2エリア
へのビーム供給が開始された。我々のグループは実験エ
リアのコミッショニングにも参加しビームの評価なども
行ってきた。
ビームライン，標的，加速器，光源と各分野の要素開

発が組み合わさって今回の冷却ミューオンの再加速につ
ながった。

5この実験では，ミューオンを負ミューオニウムイオンとして減速
させることで加速器に再入射させた。とはいえ，初期のエミッタンス
は 20 π mm·mrad 程度と加速器のアクセプタンスよりはるかに大き
い。
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図 3: 実験セットアップ。上流 (図の左)から表面ミューオンビーム，ミューオニウム生成標的，イオン化レーザー，
静電レンズと静電偏向器，RFQ，診断系，検出器が配置されている。

図 4: S2エリア内の写真。右側に見えるのがミューオン
冷却チェンバー，左側にあるのが RFQである。

3 冷却ミューオン再加速実験
今回の実験は 2024年 3月から 4月にかけて J-PARC

の物質化学生命棟 (MLF)，ミューオン科学実験施設
(MUSE) [15]の S2エリアと呼ばれる実験エリアで行っ
た (図 2)。S2エリア横にはミューオニウムの 1S-2Sの
分光実験のためにレーザールームも整備されている。

3.1 実験セットアップ

図 3に実験セットアップを示す。実際の写真は図 4で
ある。以下，個々の装置について説明する。過去に高エ
ネルギーニュースで紹介された装置の詳細については過
去記事に譲る。
まず S2エリアに供給される表面ミューオンビームは

ミューオニウム生成標的に照射される。ミューオニウム
生成標的は上述の微細加工シリカエアロゲル標的であ
る。標的の直径は 78 mm，厚さは 8 mmである。標的
の表面付近に表面ミューオンビームが止まるように，標
的の上流側に減速材 (アルミ箔)を配置している。シミュ
レーションによると 38%のミューオンが標的内部に止
まる。そのうち 52%がミューオニウムを形成する [16]。
ミューオニウムの拡散と放出は過去の実験結果をもとに

モデル化されており [17]，今回の実験では，生成された
ミューオニウムに対する標的外への放出効率は 13%と
予想される。その一部がレーザー領域に飛び込む。
イオン化レーザーは標的から 2 mmの地点に水平方

向に照射する。対向照射のためにミラーで一度打ち返し
ている。レーザー構成の詳細については次節で触れる。
イオン化されたミューオンはエアロゲル標的下流に設置
されたメッシュ電極とそこから 10 mm離れた場所に設
置したメッシュ電極に 25 Vの電位差を与えて引き出す。
低速のミューオンは磁場で容易に軌道が曲がってしまう
ため，ミューオニウム生成領域付近の磁場が μT程度の
磁場になるように 3軸ヘルムホルツコイルを用いて磁場
を打ち消している6。引き出したミューオンは Soa lens

と呼ばれる静電レンズで輸送する。メッシュ電極を含む
4個の電極からなっており，それらへの電圧を調整する
ことで引き出しエネルギーと焦点距離が決まる。後段の
加速器のアクセプタンスにマッチするように電圧を決定
しており今回は 5.7 keVで引き出している。初期輸送中
に 20%のミューオンが崩壊する。静電レンズ後には静
電偏向器も配置されている。水平方向に 2自由度，垂直
方向に 2自由度の偏向器があるためこれで加速器までの
ミューオンの軌道と位置を補正できる。
加速器には J-PARCプロトタイプ高周波四重極線形
加速器 (radio-frequency quadrupole, RFQ) を用いた。
負ミューオニウムイオンの加速実験 [18]に用いたもの
と同じである。これでミューオンを 100 keVまで加速
する。RFQ中では 19%のミューオンが崩壊する。RFQ

の後の診断系は粒子選別のための偏向電磁石と 2個の四
重極電磁石からなる。診断系の最後には検出器が設置さ
れていて，実験目的にあわせてシングルアノードのマイ
クロチャンネルプレート (MCP)とMCPをベースにし
たビームプロファイラー [19]を使い分けた。

6ミューオニウム生成領域の磁場を制御したい理由はもう一つあり，
それはスピンの方向の制御である。ミューオニウム形成中は磁気回転
比が約 100 倍大きくなるためスピンの方向が外部磁場に敏感になる。
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3.2 ミューオニウムイオン化用 244 nm光源

ここでは，今回の実験で用いた光源とイオン化手法の
特徴についてもう少し詳細に説明する。
今回は 244 nm 深紫外パルスレーザーでミューオニウ
ムの 2S状態を経由してイオン化する。122 nm真空紫
外レーザーによる 1S-2P間の 1光子遷移を経由したイ
オン化に対し，1S‐2S間の遷移は 2光子過程であるため
遷移の断面積が小さく効率は下がるが，244 nmパルス
レーザーは比較的高強度化が容易であり，2Sに励起され
たミューオニウムのイオン化も 244 nmパルスレーザー
で行うことが可能である。また，対向した 2光子を吸収
させ 1次のドップラー効果をキャンセルして共鳴幅の広
がりを抑えるという高精度分光に適した手法が可能であ
る。122 nmは大気中で吸収があるため光学素子を真空
中に設置する必要があるのに対し，244 nmは大気中で
運用が可能であり，比較的扱いやすいことも現実的な利
点の一つである。
S2エリア横に設置した幅 6 m，奥行き 2.4 mのコン
テナ内をレーザールームとして使用している。庫内はコ
ンテナ脇に設置した精密空調機で温度を一定に保ってお
り，また天井の空調孔にはHEPAフィルタを設置し，外
部の塵埃が入り辛い仕様になっている。光源類はコンテ
ナ内に設置した幅 1.2 m，奥行き 3 mの光学定盤と脇の
19インチラック上にインストールされている。

図 5: 244 nmパルスレーザー全体の概略図．

ミューオニウムイオン化用 244 nmパルスレーザーの
セットアップを図 5に，またレーザー駆動中のレーザー
ルームを図 6に示す。244 nmパルスレーザーは 532 nm

励起レーザーおよび，976 nmパルス発振器，976 nmマ
ルチパス増幅器，第四高調波発生部で構成した。532 nm

励起レーザーでは，25 Hz駆動の Qスイッチ Nd:YAG

レーザーをシード光として，3台のNd:YAG結晶増幅器
により増強した後，三ホウ酸リチウム (LiB3O5，LBO)結
晶を用いた第二高調波発生により，約 200 mJの 532 nm

光を生成している。532 nm光は 976 nmパルス発振器，
および 976 nmマルチパス増幅器のゲイン媒質であるチ
タンサファイア (Ti:S)結晶の励起レーザーとして使用

する。976 nmパルス発振器は 976 nm CWレーザーを
シード光とした注入同期型のTi:Sレーザーである。外部
共振器型半導体レーザーとテーパー型増幅器で構成した
976 nm CWレーザーをTi:S結晶を内蔵した共振器で共
鳴させ，Ti:S結晶を 25 Hzの 532 nmで励起することで
976 nmをパルス化している。出力のパルス幅は 96 ns，
エネルギーは 8 mJである。976 nmパルス発振器の出力
は後段の 976 nmマルチパス増幅器で 25 mJまで増幅す
る。第四高調波発生部では，前段の LBO結晶で 976 nm

パルス増幅部出力の第二高調波を発生させ，後段のベー
タホウ酸バリウム (β -BaB2O4, BBO)結晶でさらに第
二高調波を発生させることで 244 nmパルスを生成して
いる。出力は最大で 3 mJ程度である。当初BBO結晶は
結晶の入出力端面に反射を低減するコーティングを施し
ていたが，BBO結晶からの出力による端面の損傷が頻
繁に発生した。そのため，現在は両端面にコーティング
を施していない BBO結晶を使用し，ダメージ耐性を向
上させている。結晶に潮解性があり無コーティング面の
劣化が懸念されたため，結晶はヒーターで 150℃に常時
温調して使用している。現在，無コーティングの BBO

結晶に交換してから数ヶ月程度運用しているが目立った
劣化は確認されず，長時間安定したエネルギー出力が得
られている。また周波数に関しても，シード光である
976 nm CWレーザーの周波数を GPS時計に同期した
光周波数コムに安定化させることで，50 kHz/h程度の
周波数安定度を達成している。エネルギーの調整や周波
数の変更といった実験に必要なレーザーの制御はほぼ全
て，レーザールーム外からリモートで行うことが可能で
ある。

図 6: 244 nmパルスレーザー駆動中のレーザールーム。
画像中央付近で橙色に光っているのがパルス増幅部の
Ti:S結晶。右側でフレームに覆われ水色に光っているあ
たりが第四高調波発生部である。

生成した 244 nm パルスレーザーはダクトを通して
S2エリアに供給され，ミューオン冷却チェンバーに入
射している。チェンバーを通過した 244 nmパルスは対
向 2光子励起のため，元のパスに戻るようミラーで反射
する。レーザーの往路，復路共にチェンバーから約 2 m
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上流に設置した 1 mm径のピンホールの中心を通るよ
うに調整することで，レーザーのアライメントを行って
いる。光源からチェンバーまではおよそ 10 mの距離が
あり，また光源とチェンバーはそれぞれ異なる経時変位
を起こす構造物に固定されているため，長時間レーザー
を同じ場所に照射し続けるのは困難である。そのため
光路に組レンズを設置して光源近くの像をチェンバー付
近に結ぶことで，ポインティングの揺らぎを低減してい
る。また，3台のカメラを用いてレーザーのポインティ
ングを監視し，光路途中に設置したリモート制御可能な
ミラーマウントに変動分を打ち消すようにフィードバッ
ク制御を行っている．これにより，長時間の実験でも設
定した照射位置から 1シグマ 30 μm程度の範囲内に収
めることに成功している。

3.3 表面ミューオンビームの評価

まずは冷却前の，表面ミューオンビームの性能評価の
結果を紹介する。
S2エリアには 100 ns程度の時間幅を持つシングルバ
ンチのミューオンビームが 25 Hz繰り返しで供給され
る。ビームライン出口で測定したビーム強度は，MLF

に供給される陽子ビーム強度が 940 kW の際に，パル
ス当たり 9.5 × 104 μ+ であった。図 7に，ミューオン
ビーム用に開発されたビームプロファイラー [20]で実測
したビームライン出口でのプロファイルを示す。ビーム
が左右方向に広がった楕円になっているが，これは水平
方向に走っている小さなスポットサイズのレーザー上に
飛び込むミューオニウムを増やすために意図的に調整し
ている7。運動量はシミュレーションでよると中心値が
28 MeV/c，分散が 0.46 MeV/cであった。シミュレー
ションで評価したエミッタンスは水平方向，垂直方向そ
れぞれが 160 π mm·mrad，130 π mm·mradである。
このように大きく広がったミューオンビームを使って
生成，放出されるミューオニウムを，水平方向に走る直
径 1 mmのレーザーでイオン化するため，本実験の超低
速ミューオンの初期分布は水平，垂直方向の空間広がり
が大きく非対称な初期分布を持つ。

3.4 冷却ミューオンの評価

加速実験に先立って，2024年 3月は冷却ミューオン
の評価実験を行った。RFQの代わりに低速ミューオン
ビームラインと呼ばれる keV程度のエネルギーのミュー
オン用に開発された輸送系 [21]を設置して，冷却後に
5.7 keVまたは 10 keVで引き出すことで高周波加速前

7厳密にはビームの焦点で取得したプロファイルではないとは言え，
このビームサイズからもビーム品質が悪いというのがイメージできる
かと思う。
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図 7: 実測した表面ミューオンビームのビームプロファ
イル。ビームサイズは 1シグマで水平方向に 24 mm，垂
直方向に 13 mmと大きい。

のミューオンの評価をおこなうことができる。この測定
以前にも同じセットアップで冷却ミューオンの生成と観
測は実証済みで，過去にはミューオニウム生成標的の個
体差評価なども行っている。
輸送系出口の MCP を用いて超低速ミューオンの信

号を確認しながら表面ビームラインの輸送電磁石の調
整，レーザーの照射時間，レーザーの周波数をスキャン
して信号強度を最大化した。信号強度は (4.0 ± 0.4) ×
10−3 μ+/pulseであった。表面ミューオンに対する冷却
効率にすると 1.2×10−7である。実験中の典型的なレー
ザーエネルギーを仮定した理想的なシミュレーションで
予想される効率は 6× 10−7 程度であるが，信号強度の
シミュレーションとの詳細な比較は実験プランの考案も
含めてこれからの課題である。
ちなみに，3週間程度にわたるビームタイム中，光源
の大がかりな調整はほぼ不要，もしくは遠隔で対応可能
であった。狭い共鳴幅の遷移のための深紫外領域のパル
ス光源であるにもかかわらずスムーズな連続測定が可能
だった。

3.5 ミューオン再加速実験

2024年 4月は静電レンズ後に RFQを設置し冷却ミ
ューオンの再加速実験を行った。小型とは言え長さ 2 m

の加速器を導入したため実験エリアの端から端のギリギ
リまで装置が埋め尽くす形になった。
図 8が最後段の検出器で測定したタイミングスペクト
ル分布の結果である。表面ミューオンビームが標的に届
いた時刻を時間の原点にとっている。レーザーと RFQ

の運転状態が異なる 3種類の測定を行ったが，レーザー
周波数が遷移周波数に共鳴かつ加速器に電力が投入され
ているときのみ鋭いピークが現れているのが分かる。こ
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図 8: MCPで検出した信号の TOF分布。加速器に RF

を投入しないとき, RFを投入しているがレーザーの周波
数を共鳴周波数からずらしたとき，RFを投入してレー
ザーの周波数を共鳴周波数に合わせているときの 3 つ
の異なる条件での結果を示している。 2280 nsに現れ
ている鋭いピークが加速ミューオンの信号である。表面
ミューオンビームの到達，標的を突き抜けたミューオン
が検出器に到達する予想タイミング，レーザー照射，そ
して加速ミューオンが到達する予想タイミングを点線で
示している。
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図 9: 加速ミューオンビームのプロファイル。点線はビー
ムプロファイラーの有効径を表している。 四重極磁石
への電流は I1 = 0.90 A and I2 = −0.75 A。
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図 10: 上図: 水平方向のQスキャン結果。点が rmsビー
ムサイズの 2乗，赤実線が転送行列を用いたフィッティ
ング結果である。検出器の有効径によるバイアスをさ
けるため 5 mm以下の領域でフィットしている。点線は
フィット結果を全領域まで外層したものを示している。
下図: 垂直方向の Qスキャン結果。

れがまさに再加速された超低速ミューオンである8。信
号強度は 2× 10−3 μ+/pulseであった。レーザー照射か
ら加速ミューオン検出までのTOFは 1032± 4 (stat.)±
18 (syst.) nsであり，シミュレーションから予想される
1009± 5 nsと誤差の範囲で一致した結果が得られた。
表面ミューオンが届いてから 275 ns後にもピークが現
れているが，これはミューオニウム標的で減速されたも
のの静止せずに突き抜けたミューオンのうち，100 keV

程度のエネルギーを持っていたものが診断系を通りぬけ
て検出器に届いた信号である。TOFに加えて，レーザー
が遷移に非共鳴でも確認できることから加速ミューオン
信号と区別できる。
続いて Qスキャン法を用いて加速ミューオンビーム

のエミッタンス測定を行った。四重極電磁石の強さを変
えながら電磁石から離れた地点に設置したプロファイ
ラーでビームサイズの変化を測定することで，ビーム
の Twissパラメータ9を求める手法である。図 9が典型
的な加速ミューオンのビームプロファイルである。表面
ミューオンビームと比べると非常に小さく収束できてい
る。四重極電磁石に与えた電流値ごとにプロファイルを

8ちなみに，加速ミューオン信号は実験開始数時間後には確認でき
た。最初の信号を見つけるのに苦労することを危惧していたが杞憂で
あった。入念な準備の賜である。

9ビームの占める位相空間分布を記述する 3つのパラメーターのこ
とを指す。
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への電流は I1 = 0.90 A and I2 = −0.75 A。
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ムサイズの 2乗，赤実線が転送行列を用いたフィッティ
ング結果である。検出器の有効径によるバイアスをさ
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フィット結果を全領域まで外層したものを示している。
下図: 垂直方向の Qスキャン結果。
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信号と区別できる。
続いて Qスキャン法を用いて加速ミューオンビーム
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ミューオンビームと比べると非常に小さく収束できてい
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8ちなみに，加速ミューオン信号は実験開始数時間後には確認でき
た。最初の信号を見つけるのに苦労することを危惧していたが杞憂で
あった。入念な準備の賜である。

9ビームの占める位相空間分布を記述する 3つのパラメーターのこ
とを指す。
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0.25+0.22
−0.13) π mm·mrad，垂直方向のエミッタンスは

(0.32± 0.03+0.05
−0.02) π mm·mradという値が得られた。こ

れに対してシミュレーションで予想されるエミッタンス
は水平方向，垂直方向それぞれ (0.27±0.04) π mm·mrad

と (0.154± 0.008) π mm·mradであった。水平方向と垂
直方向でエミッタンスが異なるのは，前述したように超
低速ミューオンの初期分布が非対称なことなどに起因す
る。実測のエミッタンスは予想していたエミッタンスと
は一致してしないが，この原因は調査中である。
冷却前の表面ミューオンのエミッタンスと加速後の
ビームのエミッタンスを比べると加速ミューオンビーム
のエミッタンスは水平方向で 2.0 × 102 倍, 垂直方向で
4.1 × 102 倍だけ小さくなっている。ついに世界初の低
エミッタンスの加速ミューオンビームが実現したのであ
る10。

3.6 ミューオン加速の今後の展望

世界初のミューオン加速には成功したが，信号強度は
パルス当たり 2× 10−3個，エネルギーは 100 keVとま
だ実用には遠い。次なるステップはビーム強度の増強，
さらなる高エネルギーまでの加速である。前者は大強
度の表面ミューオンビームラインとミューオニウムの
イオン化に特化した高強度紫外光源によって，後者は
ミューオン専用の加速器の導入によってそれぞれ実現さ
せる。2029年度までにパルス当たり 104個，エネルギー
212 MeVのミューオンビームの実現が目標となる。今
回の実験は既存のビームエリアで実施したが，ここから
先は専用のビームライン，実験建屋で行うことになる。
建設が進んでいる新しいビームライン，そして拡張建屋
の準備状況について次章で詳しく述べる。

10結果はNature news (https://www.nature.com/articles/d41586-
024-03460-9) でも取り上げていただいた。ミューオンコライダー色
が強めの記事になっていて興味深い。

4 J-PARC MLF H2エリアおよびH

ライン実験棟の建設状況

4.1 J-PARCミューオンHライン

J-PARCミューオンHライン [22,23]は物質・生命科
学実験施設（MLF）にある 4本のミューオンビームラ
イン（D, U, S, Hライン）の中で最も新しいビームライ
ンであり，大強度な正負パルスミューオンを利用可能な
汎用ビームラインである。図 11に 2024年 1月現在の
MLF第 1実験ホールミューオンエリアのレイアウトを
示す。Hラインは 2012年の建設開始から約 10年の建設
期間を経て 2022年 1月にHライン第 1分岐の実験エリ
ア（H1エリア）へのファーストビームを達成した。現
在はH1エリアの大強度ビームを用いて，ミューオニウ
ム超微細構造の精密測定（MuSEUM） [24]やミューオ
ン-電子転換過程探索実験（DeeMe） [25]が行われてい
る。また，H1エリアでの実験と並行して，現在 Hライ
ン第 2分岐に設けられた実験エリア（H2エリア）に設
計強度（108 /s)の表面ミューオンビームを輸送するた
めのビームライン建設を進めている。H2エリアの大強
度表面ミューオンビームをエアロゲル標的に照射するこ
とで大量のミューオニウムを生成し，ミューオニウムを
レーザーイオン化することで超低速ミューオンが得られ
る。H2エリア内では超低速ミューオンを RFQおよび
IH-DTLの 2種類の線形加速器を用いて運動エネルギー
4 MeVまで再加速する。H2エリアからさらにビームラ
インを延長することで，ミューオン g− 2/EDM実験に
必要な運動エネルギー 212 MeVまで加速を行う。この
ための加速器の設置にはMLF棟を拡張する建屋（Hラ
イン実験棟）を建設する必要があり，本稿では Hライ
ン実験棟建設の準備状況についても報告する。

4.2 H2エリア建設

2022年 1月に Hライン基幹部および第一分岐の H1

実験エリアまでのビームライン建設が完了して以降，H1
エリアでのユーザー実験と並行しながらHライン第二分
岐の建設を進めてきた。2022年度には，H2エリア遮蔽
体および電動扉の製作・設置と人的保護システム（PPS）
の更新を行った。製作した遮蔽体等は夏季の長期シャッ
トダウン期間だけでなく年末年始や年度区切りなどの短
期シャットダウンの期間を利用して断続的にMLF第一
実験ホール内への設置を行い，最終的に 2023年 4月に
H2エリアが完成した。
ただし，これはいわば「ガワ」だけが完成した状態で

あり，H2エリアへ表面ミューオンビームを設計強度で輸
送するためには図 11において赤枠で囲った箇所のHS4，
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図 11: J-PARC MLF第一実験ホールミューオンエリア

HQ456と呼ばれる電磁石を含む部分のビームライン建
設が必要である。2024年度現在，2台の電磁石（ソレノ
イド電磁石HS4および四重極トリプレットHQ456）を
製作中であり，2024年 12月末～2025年 1月頭の短期
シャットダウン期間にインストール予定である。なお，
大強度ミューオンビームをロスなく輸送するため，ソレ
ノイド電磁石HS4はダクト内径 610 mm，四重極トリプ
レットHQ456はダクト内接円の直径約 400 mmという
大型なものである。また，あらかじめ 2024年夏季シャッ
トダウン期間中に電力ケーブルの敷設や冷却水配管など
行っており，年末年始の短期のシャットダウン期間でも
インストール可能な工程となっている。
2023年度には，H2エリアでミューオンを冷却するた

めに必要となるレーザー用のクリーンルームをH2エリ
ア横に整備した。温度は ±0.2 ◦C以下で制御され，清
浄度は ISO 6（Class 1000）である。2024年度からレー
ザーシステムのインストールを予定している。
また，H2エリア内では超低速ミューオンを RFQお

よび IH-DTLといった高周波線形加速器を用いて運動
エネルギー 4 MeVまで再加速する [1]。これらで使用す
るRF電源（324 MHzクライストロン等）を設置するた
めの電源ヤードもレーザークリーンルームの上に整備し
た。図 12に現在のMLF第一実験ホールの写真を示す。

図 12: 2024年現在の Hラインおよび Sラインの写真

4.3 Hライン実験棟（拡張建屋）の建設に向
けて

ミューオン g− 2/EDM実験では超低速ミューオンを
運動エネルギー 212 MeVまで再加速することで得られ
る低エミッタンスミューオンビームを用いるが，MLF棟
内では線形加速器を用いて高効率で加速しても約 4 MeV

までしか到達できない。そこで我々は MLF棟の東側，
現在は駐車場となっているスペースに新たな建屋（Hラ
イン実験棟）を建設し，後段の線形加速器（DAWおよ
びDLS加速器 [1]）をインストールすることで運動エネ
ルギー 212 MeVまでミューオンを再加速する（図 13）。
この建屋の建設準備として，これまで建設サイトの地

質調査，埋蔵文化財試掘調査，測量，埋設ネットワーク
ケーブル等の移設などの各種工事を段階的に進めてき
た。2023年度には建築事務所・設備設計事務所と共に
最終的な建屋の実施設計を完了した。同時に工程につい
ても管理区域拡張およびビームライン延伸に係る放射線
変更許可申請・MLFのビーム運転計画等と矛盾がない
よう検討を進めてきた。着工から外構工事，建屋の建築
工事，電気・空調などの機械設備・冷却水設備・クレー
ン等の設備工事をあわせて竣工まで 2年強の工程となっ
ており，建設開始のゴーサインを今か今かと待っている
状況である。

5 おわりに
人類はついにミューオンの高周波数加速に成功した。

加速ミューオンビームを使った素粒子実験は将来技術
ではなく，目前まで迫りつつある。本記事では紹介しな
かったがミューオン専用の加速器の設計や製作も着々と
進行している [26–28]。大強度，高エネルギーのミュー
オンビームを実現し，素粒子の重要な未解決問題に迫っ
ていきたい。
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図 13: ミューオン g − 2/EDM実験のための Hライン
拡張計画。MLF棟の東側に Hライン実験棟を新設し，
後段加速器および蓄積電磁石をインストールする。
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